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当社配電部門は，東北の厳しい自然環境の中，電柱約３０４万本，電線延長約５７万ｋｍ（地球１４周以

上）の膨大な設備を保守しており，これまで，雪害（昭和５５年：５５雪害），暴風（平成３年：りんご台風），

地震（平成１６年：新潟県中越地震），暴風雪（平成１７年：新潟下越雪害）と大規模な自然災害を経験して

います。 

当社は，これらの大規模な自然災害を踏まえ，ハード（設備・システム・機動力等），ソフト（指針・マニ

ュアルの制定・運用等）両面において，事前の備えを行っております。 

応援復旧体制においては，受入営業所の復旧業務量増加に伴う機能低下を克服するため，応援隊が与えら

れた復旧エリアにおいて，被害状況確認，復旧計画策定，復旧作業までを自律的に実施する体制（自律分散

型復旧体制）を整備し，実働による訓練で磨きをかけております。 

そのような中，東日本大震災が発生し，当社配電設備も甚大な被害を受け，震災直後に岩手・秋田・宮城

県の全域，青森・山形県，福島県の一部において，最大で約４６６万戸（総需要家戸数の約７割）のお客さ

まが停電いたしました。 

唯一，停電が発生しなかった新潟支店から可能な限りの応援隊を速やかに編成し，地震翌日の３月１２日

には，約８００名の応援隊が宮城県内での復旧活動を開始いたしました。また，他電力にも応援要請を行い，

北海道，東京，北陸，中部，関西の各電力会社が３月１３日から延べ約４千人日の復旧活動を行いました。 

復旧活動においては，自律分散型復旧体制での設備復旧を行うとともに，自治体等と連携を図り避難所へ

の高圧電源車での応急送電や，地震の強かったエリアについては，通電時の電気火災を防止するため，お客

さま電気設備の健全性を個別に確認したうえで送電を行いました。 

その結果，震災３日後で約８０％，８日目には９４％まで停電を解消し，６月１８日には，津波による流

出地域や震災の影響で現地への立入りが困難な地域を除き復旧に着手可能な地域の停電を全て解消いたしま

した。 

東日本大震災後の対応として，本震災で得た新たな知見を活かすため，津波および原子力災害に対応する

マニュアルの制定を行い，実働による訓練等で検証を行っております。また，総合研修センターの「配電文

化伝承室」等を活用し，東日本大震災での経験を関係者で共有するとともに，次世代への技術・技能を確実

に継承するため，技能訓練等を継続的に実施していくこととしております。 
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